
【電子入札案件】
契約検査課発注分

予定価格(円) 主な入札参加資格条件（詳しくは公告をご確認ください。）

\6,610,000 

土浦市神立東一丁目地内

\182,820,000 

土浦市右籾地内

\53,900,000 

土浦市大岩田地内

\23,960,000 

土浦市右籾地内

\2,510,000 

土浦市中都町一丁目地内

令和８年６月４日入札実施 一般競争入札（電子入札）

入札書到着期限　令和８年６月２日（火）

質問受付期間　令和８年５月２１日（木）まで

番号・件名・履行場所

０８道建生工第１号

土消防工第２号

公緑工第１号及び土商工第１号

土教総施第７号

土高工第１号

○土浦市内に建設業法における主たる営業所を有すること。法人以外の場合は代
表者が土浦市に住民登録を有すること。市道神立東一丁目１４号線改良工事

○令和７・８年度の土浦市における土木一式工事に係る競争入札参加資格の認定
において、Ｃ等級の格付けを受けていること。

○令和７・８年度の「土浦市入札参加資格審査申請（建設工事）」の際に提出し
た総合評定値通知書において、土木一式工事の年間平均完成工事高が６００万円
以上であること。

○工事費内訳書を提出すること。                                                                                  

○土浦市内に建設業法における主たる営業所を有すること。法人以外の場合は代
表者が土浦市に住民登録を有すること。（新）荒川沖消防署新築電気設備工事

○令和７・８年度の土浦市における電気工事に係る競争入札参加資格の認定を受
けていること。

○令和７・８年度の「土浦市入札参加資格審査申請（建設工事）」の際に提出し
た総合評定値通知書において、電気工事の年間平均完成工事高が９１００万円以
上であること。

○電気について特定建設業の許可を有すること。
○工事費内訳書を提出すること。                                                                                  

○土浦市内に建設業法における主たる営業所を有すること。法人以外の場合は代
表者が土浦市に住民登録を有すること。霞ケ浦総合公園キュービクル改修工事

○令和７・８年度の土浦市における電気工事に係る競争入札参加資格の認定を受
けていること。

○令和７・８年度の「土浦市入札参加資格審査申請（建設工事）」の際に提出し
た総合評定値通知書において、電気工事の年間平均完成工事高が５，０００万円
以上であること。
○工事費内訳書を提出すること。                                                                                  
○本業務の落札者は、土教総施第７号の落札者になることができない。

○土浦市内に建設業法における主たる営業所を有すること。法人以外の場合は代
表者が土浦市に住民登録を有すること。土浦第六中学校受変電設備更新工事

○令和７・８年度の土浦市における電気工事に係る競争入札参加資格の認定を受
けていること。

○令和７・８年度の「土浦市入札参加資格審査申請（建設工事）」の際に提出し
た総合評定値通知書において、電気工事の年間平均完成工事高が２，３００万円
以上であること。

○工事費内訳書を提出すること。                                                                                  
○本業務の落札者は、公緑工第１号及び土商工第１号の落札者になることができ
ない。

○土浦市内に建設業法における主たる営業所を有すること。法人以外の場合は代
表者が土浦市に住民登録を有すること。土浦市老人福祉センター「つわぶき」ＰＡＳ

更新工事
○令和７・８年度の土浦市における電気工事に係る競争入札参加資格の認定を受
けていること。

○令和７・８年度の「土浦市入札参加資格審査申請（建設工事）」の際に提出し
た総合評定値通知書において、電気工事の年間平均完成工事高が２００万円以上
であること。

○工事費内訳書を提出すること。                                                                                  



【電子入札案件】
契約検査課発注分

予定価格(円) 主な入札参加資格条件（詳しくは公告をご確認ください。）

令和８年６月４日入札実施 一般競争入札（電子入札）

入札書到着期限　令和８年６月２日（火）

質問受付期間　令和８年５月２１日（木）まで

番号・件名・履行場所

\162,940,000 

土浦市右籾地内

\71,490,000 

土浦市宍塚地内外

\13,170,000 

土浦市烏山五丁目地内外

\49,970,000 

土浦市大和町地内外

\22,820,000 

土浦市中都町四丁目地内外

・電子入札利用届を契約検査課に提出していない方は、原則として電子入札案件には参加できません。
・電子入札に参加を希望する方は、システム上で５月１５日（金）から５月２５日（月）までの
　期間に、案件ごとに参加確認申請を行ってください。
　（参加確認申請を期日までに行わない場合は入札に参加できません。）
・事後審査方式で実施しますので、郵便入札については「入札参加資格確認申請書」の提出は不要です。
・資格審査は、開札後、落札候補者についてのみ行います。
　（落札候補者には、開札後発注者から連絡しますので、指定された書類の提出をお願いします。）

土消防工第３号

R7国補都計委第３号及びR8国補都計委第１号

地籍国委第１号

R8国補公下維（委）第１号

都整市街委第１号

○土浦市内に建設業法における主たる営業所を有すること。法人以外の場合は代
表者が土浦市に住民登録を有すること。（新）荒川沖消防署新築機械設備工事

○令和７・８年度の土浦市における管工事に係る競争入札参加資格の認定を受け
ていること。

○令和７・８年度の「土浦市入札参加資格審査申請（建設工事）」の際に提出し
た総合評定値通知書において、管工事の年間平均完成工事高が８１００万円以上
であること。

○管について特定建設業の許可を有すること。
○工事費内訳書を提出すること。                                                                                  

○土浦市内に本店を有すること。法人以外の場合は代表者が土浦市に住民登録を
有すること。スマートインターチェンジ用地測量業務委託

○令和７・８年度の土浦市における測量に係る競争入札参加資格の認定を受けて
いること。

○測量法に規定する測量士が所属し、測量業者の登録を有すること。

○茨城県内に本店を有すること。または、土浦市内に支店・営業所等を有するこ
と。法人以外の場合は、代表者が茨城県内に住民登録を有すること。烏山【Ⅳ】【Ⅲ】地区地籍調査事業測量業務

委託
○令和７・８年度の土浦市における測量に係る競争入札参加資格の認定を受けて
いること。

○測量法に規定する測量士が所属し、測量業者の登録を有すること。

○令和３年４月１日以降に、国または地方公共団体等から地籍調査測量（地籍図
根三角測量・地籍図根多角測量・細部図根測量のいずれか、及び一筆地測量）の
受注実績を有すること。                                                                                  

○地域要件は設定しない。
土浦市ウォーターＰＰＰ事業者選定支援業務
委託

〇令和７・８年度の土浦市における土木関係建設コンサルタントに係る競争入札
参加資格の認定を受けていること。

○管理技術者及び照査技術者として、技術士（総合技術監理部門「上下水道－下
水道」又は（上下水道部門「下水道」）の資格、かつ、下水道事業に係るウォー
ターPPPの事業者選定等に関する発注支援業務の経験を有する者を配置できるこ
と。ただし、直接的な雇用関係にある者とする。

〇令和３年４月１日以降に、国または地方公共団体等の公共機関が発注した下水
道事業に係るウォーターＰＰＰの事業者選定等に関する発注支援業務の契約実績
を有すること。                                                                                  

〇茨城県内に本店、支店、営業所等のいずれかを有すること。法人以外の場合
は、代表者が茨城県内に住民登録を有すること。開発候補地基本構想作成等業務委託

〇令和７・８年度の土浦市における測量及び土木関係建設コンサルタントに係る
競争入札参加資格の認定を受けていること。

○管理技術者として技術士（建設部門「都市及び地方計画」又は総合技術監理部
門「建設－都市及び地方計画」）又はＲＣＣＭ（都市計画及び地方計画）の資
格、かつ、地域未来投資促進法の活用を念頭にした産業系土地利用検討業務の経
験を有する者を配置できること。ただし、直接的な雇用関係にある者とする。
○建設コンサルタント（都市計画及び地方計画部門）について、国の登録を行っ
ていること。

○国または地方公共団体等の公共機関が発注した地域未来投資促進法の活用を念
頭にした産業系土地利用検討業務の契約実績を有すること。                                                                                  


